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                                  平成２２年２月２６日 
環境あきた創造課 
環境審査班 
電話 018-860-1601 
美の国あきたネット掲載 有 

 

平成２０年度化学物質排出量・移動量の集計結果の概要（秋田県分） 
 

 平成１１年７月に公布された「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促

進に関する法律」（化学物質排出把握管理促進法）に基づき導入された「ＰＲＴＲ制度」（化学

物質排出移動量届出制度）により、人の健康や生態系に影響を及ぼすおそれのある化学物質 

（３５４種類）について、毎年度、事業者は環境への排出量や廃棄物に含まれて移動する量を

把握し、都道府県を通じて国へ届出することとなっています。 
 本日、国において平成２０年度の化学物質の排出量・移動量の集計結果が公表されましたの

で、秋田県の状況についてお知らせします。 
 
 １ 届出排出量・届出移動量 

○ 届出排出量と届出移動量の合計は４，１４２トンで、前年度（９，１７６トン）と比

べて５，０３４トンの大幅な減少となっており、全国第２０位から第３０位へ下がりま

した。 
  ○ 届出排出量は、主に非鉄金属製造業の鉱さい残さ等の「事業所内での埋立処分」が減

少したことにより、前年度より４，６７０トン減少しており、全国第１１位から第２５

位へ下がりました。 
○ 届出移動量は、「事業所外への廃棄物としての移動」が減少したことにより、前年度よ

り３６４トン減少しており、全国第３２位から第３４位となりました。 
 

・届出事業所数     ５３６ 事業所 （前年度   ５５６事業所） 
・届出排出量    ２，８３３ トン  （前年度  ７，５０３トン） 
・届出移動量    １，３０９ トン  （前年度  １，６７４トン） 

 
 
 ２ 届出外排出量 

○ 国が推計した届出対象外の排出量（対象業種のうち届出要件に該当しない事業者から

の排出量、非対象業種からの排出量、家庭からの排出量、自動車などの移動体からの排

出量）は、３，０３７トンで、前年度（２，９６８トン）と比べて６９トン増加しまし

た。 
 
 ３ その他 

○ 全国の集計結果は、環境省・経済産業省のホームページで公表されています。 
・環境省   http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html 
・経済産業省 http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html 

 

※ 前年度分については、H21.2の公表後に変更された届出事項を反映しています。 

※ 本文中の図表合計値は端数処理の関係で各欄の和とは一致しない場合があります。 
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１ 排出量・移動量の届出状況 

   平成２０年度排出量・移動量の届出事業所数は、５３６事業所でした。 
 

表－１ 届出事業所の業種内訳 

届出数 届出数

金属鉱業 3 輸送用機械器具製造業 5

原油・天然ガス鉱業 4 精密機械器具製造業 2

製造業 93 医療用機械器具・医療用品製造業 1

木材・木製品製造業 1 その他製造業 1

家具・装備品製造業 1 電気業 3

パルプ・紙・紙加工品製造業 1 下水道業 36

化学工業 6 鉄道業 2

医薬品製造業 1 倉庫業 2

石油製品・石炭製品製造業 2 石油卸売業 12

窯業・土石製品製造業 3 燃料小売業 309

鉄鋼業 5 自動車整備業 12

非鉄金属製造業 8 一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る。） 42

金属製品製造業 11 産業廃棄物処分業 16

一般機械器具製造業 3 自然科学研究所 2

電気機械器具製造業 41

電子応用装置製造業 1
合　　　　　計 536

業 種 名 業 種 名

  

 
 
 
 

表－２ 届出事業所数の推移 

事業所数 
業    種 

18 年度 19 年度 20 年度 

 燃料小売業 328 324 309 

 製造業 101 101 93 

 廃棄物処理業 56 59 58 

 下水道業 34 35 36 

 その他事業所 42 37 40 

    合  計 561 556 536 

 

（参考）届出事業者（①＋②＋③） 
     ①対象業種（製造業、金属鉱業等２３業種）を営む事業者 

②常用雇用者数２１人以上の事業者 
③第一種指定化学物質の年間取扱量が１トン以上の事業所等を有する事業者 
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２ 集計結果の概要 

 

（１）届出排出量・届出移動量 

    届出排出量は、主に非鉄金属製造業の鉱さい残さ等の「事業所内での埋立処分」が減少し

たことにより、前年度に比べて４，６７０トン減の２，８３３トンでした。 
    届出移動量は、「事業所外への廃棄物としての移動」が減少したことにより、前年度に比

べて３６4 トン減の１，３０９トンでした。 
 届出排出量と届出移動量の合計は、前年度に比べて５，０３４トン減の４，１４２トンで

した。 
 

表－３ 届出排出量・届出移動量の内訳 

18 年度 19 年度 20 年度 
区分 

(ﾄﾝ／年) (ﾄﾝ／年) (ﾄﾝ／年) 構成比(%) 

大気への排出 1,108 1,104 763 18.4% 

公共用水域への排出 92 92 85 2.0% 

土壌への排出 0 0 0 0.0% 

事業所内での埋立処分 9,229 6,307 1,985 47.9% 

排
出
量 

小 計 10,429 7,503 2,833 68.4% 

事業所外への廃棄物としての移

動 
1,709 1,673 1,309 31.6% 

下水道への移動 0.1 0.1 0.0 0.0% 

移
動
量 

小 計 1,709 1,674 1,309 31.6% 

合計 12,138 9,176 4,142       100% 

 

鉛及びその
化合物

1,101ﾄﾝ
(38.9%)

キシレン
151ﾄﾝ

(5.3%)

アンチモン

及びその化
合物

120ﾄﾝ

(4.3%)

トルエン
378ﾄﾝ

(13.3%)

その他
413ﾄﾝ

(14.6%)

砒素及び
その無機化

合物

 670ﾄﾝ
(23.7%)

   

マンガン及

びその化合

物

364ﾄﾝ

(27.8%)

亜鉛の水溶

性化合物

75ﾄﾝ

(5.7%)

鉛及びその

化合物

57ﾄﾝ

(4.4%)

エチレングリ

コール

225ﾄﾝ

(17.2%)

その他

360ﾄﾝ

(27.5%)

トルエン

227ﾄﾝ

(17.3%)

 
 

図－１ 届出排出量の多い物質           図－２ 届出移動量の多い物質 

 

 

 合計 1,309 トン   合計：2,833 トン  
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（２）届出外排出量の推計値 

    国が推計した届出外排出量のうち秋田県分は、３，０３７トンでした。 

表－４ 届出外排出量の推計値の内訳 

          

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

（３）届出排出量と届出外排出量の合計 

 届出排出量と国が推計した届出外排出量の合計は、５，８６９トンでした。 
 

表－５ 届出排出量と届出外排出量の合計の内訳 

20 年度 
区分 

(ﾄﾝ／年) 構成比(%) 

届出排出量 2,833 48.3% 

届出外排出量（推計値） 3,037 51.7% 

合       計 5,869       100% 

 

  

          
 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 届出排出量と届出外排出量の合計の多い物質 

20 年度 
区分 

(ﾄﾝ／年) 構成比(%) 

対象業種からの届出外排出量 （※1） 441 14.5% 

非対象業種からの排出量   （※2） 846 27.9% 

家庭からの排出量      （※3） 741 24.4% 

移動体からの排出量     （※4） 1,008 33.2% 

合       計 3,037        100% 

※1 対象業種に属する事業を営むが、従業員数、取扱量その他の要件を満たさないため届出対象となら

ない事業者からの排出量（従業員２１人未満又は年間取扱量１トン未満） 
※2 対象業種以外の業種に属する事業のみを営む事業者からの排出量（農業、林業、ゴルフ場、飲食業、 

医療業等） 
※3 接着剤、洗剤、塗料、防虫剤、消臭剤、化粧品等からの排出量 
※4 自動車、二輪車、特殊自動車、鉄道車両、船舶、航空機からの排出量 

 合計 5,869 トン  

その他

416ﾄﾝ
(7.1%)

ポリ（オキシ
エチレン）＝

アルキル

エーテル

2,063ﾄﾝ
(35.1%)

砒素及びそ

の無機化合
物

670ﾄﾝ

(11.4%)

トルエン

962ﾄﾝ

(16.4%)

キシレン
656ﾄﾝ

(11.2%)

鉛及びその

化合物
1,102ﾄﾝ

(18.8%)


